
  

利用者負担を軽くする制度 
 
 

高額介護（予防）サービス費 
月々の介護サービスの自己負担額（原則１割（※）負担）の合計が、所得区分に応じた限度額を超え

た場合、申請により超えた額が払い戻されます。 

※ 一定以上の所得がある者は２割。現役並みの所得がある者は３割。 

【自己負担限度額(世帯の年間限度額)】  

 自己負担限度額（月額） 

現役並み所得

相当 

課税所得６９０万円以上 140,100 円（世帯） 

課税所得３８０万円以上 93,000 円（世帯） 

課税所得３８０万円未満 44,400 円（世帯） 

一般 44,400 円（世帯） 

市町村民税世帯非課税等 24,600 円（世帯） 

 

課税年金収入等 80.9 万円以下 

（令和 8年 8月以降は 82.65万円以下） 

24,600 円（世帯） 

15,000 円（個人） 

老齢福祉年金受給者 
24,600 円（世帯） 

15,000 円（個人） 

生活保護の受給者等   15,000 円（個人）※ 
 
※ 上限額を 15,000 円に減額したことにより生活保護の被保護者とならない者は 15,000 円（世帯）   

 
 

高額医療合算介護（予防）サービス費 
医療保険と介護保険の両方を利用して年間（8 月から翌年 7 月）の自己負担額の合計が所得区分に応

じた限度額を超えた場合、申請により超えた額が払い戻されます。 

【自己負担限度額(世帯の年間限度額)】  

所得区分 

対象年度の末日(7/31)時点で加入している 

医療保険の基準によります 

75 歳以上 
70 歳～74 歳の

方がいる世帯 

70 歳未満の方

がいる世帯 

後期高齢者 

医療制度 

＋ 

介護保険 

被用者保険・国民健康保険 

＋ 

介護保険 

① 現役並み所得者 

旧ただし書所得（※） 

210 万円超 600 万円以下 
67 万円 67 万円 67 万円 

旧ただし書所得（※） 

600 万円超 901 万円以下 
141 万円 141 万円 141 万円 

旧ただし書所得（※） 

901 万円超 
212 万円 212 万円 212 万円 

② 一 般（①③以外の人） 旧ただし書所得（※）210 万円以下 56 万円 56 万円 60 万円 

③ 低所得者 
Ⅰ 

市民税世帯非課税で必要経費・控除を差し

引いたときに所得が 0 円の世帯に属する者 
19 万円 19 万円 

34 万円 

Ⅱ 市民税世帯非課税でⅠ以外の者等 31 万円 31 万円 

・同一世帯でも別の医療保険の加入者は合算されません。 

・総合事業によるサービス（指定事業者によるサービスのみ）についても、高額医療合算介護（予防） 

サービス費に相当する事業があります。 

※ 旧ただし書所得とは、総所得金額等から住民税の基礎控除を差し引いた額。 
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特定入所者介護（予防）サービス費 
市町村民税非課税等の者で、施設サービス（介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設）や短期入

所サービスを利用している者の食費と居住費については、申請により負担が軽減され、利用者の負担

は所得に応じた負担限度額（※）までとなります。 

※ 施設サービス等の利用者が負担する費用の上限を厚生労働省が定めたもの。 

【負担限度額】 令和 8 年 8 月から 

負担限度額 

（負担いただく日額） 
第１段階 第２段階 第３段階① 第３段階② 

多
床
室 

特養等 0円 430円 430円 530円 

老健・医療院等 

(室料を徴収する場合) 
0円 430円 430円 530円 

老健・医療院等 

(室料を徴収しない場合) 
0円 430円 430円 430円 

従
来
型

個
室 

特養等 380円 480円 880円 980円 

老健・医療院等 550円 550円 1,370円 1,470円 

ユニット型個室的多床室 550円 550円 1,370円 1,470円 

ユニット型個室 880円 880円 1,370円 1,470円 

食費 

施設サービス 300円 390円 680円 1,420円 

短期入所サービス 300円 600円 1,030円 1,360円 

  

       
 
 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度 
介護サービスの提供を行う社会福祉法人または市町村が経営する社会福祉事業体が、その社会的な

役割に鑑み、低所得で生計が困難な者に対して、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービス

の利用促進を図るものです。 

対象となる施設とサービス 

○対象施設：社会福祉法人等のうち、軽減を行う旨を事業所・施設所在地の県及び利用者の保険者に申

し出た法人 

○対象となるサービス：法人等が行う以下の介護保険サービス〔食費、居住費（滞在費）及び宿泊費〕 

・訪問介護  ・通所介護  ・(介護予防)短期入所生活介護  ・地域密着型通所介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護      ・夜間対応型訪問介護 

・(介護予防)認知症対応型通所介護       ・(介護予防)小規模多機能型居宅介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  ・看護小規模多機能型居宅介護 

・介護老人福祉施設 

・総合事業のうち、予防給付型の訪問・通所型サービス（自己負担割合が保険給付と同様のものに

限る。） 

軽減の対象者および軽減内容 
 

対 象 者 利用者負担軽減割合 

老齢福祉年金受給者で一定の要件を満たす者 50％ 

収入が年 150 万円以下の者で一定の要件を満たす者 25％ 

※生活保護受給者は、個室の居住費(滞在費)のみ対象で、全額軽減されます。 

 
各制度を利用するためには、保険者への申請が必要です。詳しくは、お住いの保険者にお尋ねください。 
参考に、本県ホームページも併せてご覧ください。 

「介護保険サービスの利用者負担を軽くする制度」 
 URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kaigohoken-riyousyafutankeigen.html 
（トップページ＞健康・福祉・子育て＞介護・高齢者福祉＞介護保険＞介護保険サービスの利用者負担を軽
くする制度） 
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○高額介護サービス等に関する制度周知について 

 

（平成 28年３月 28日 介護保険最新情報 Vol.531） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/resources/d6395961-94c5-4ace-a9b3-

72d4359d1377/%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E4%BF%9D%E9%99%BA%E6%9C%80%E6%96

%B0%E6%83%85%E5%A0%B1vol.531.pdf 

 

（上記通知の一部改正） 

○高額介護（予防）サービス費の見直しにおける運用について 

（平成 30年８月３日 介護保険最新情報 Vol.674） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2018/080609174571/ksvol674.pdf 

 

○高額介護（予防）サービス費の見直し（令和 3年 8月から） 

 （令和 3年 3月 31日 介護保険最新情報 Vol.960） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000764673.pdf 

 

 〇「介護保険制度における利用者負担等の事務処理の取扱いについて」の 

一部改正について（令和 7年 6月 4日 介護保険最新情報 Vol.1390） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001499328.pdf  ※追加 

 

（周知用リーフレット） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000334526.pdf 

 

○高額医療・高額介護合算療養費制度の見直し（平成 30年８月から） 

https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/dl/ryouyou-01.pdf 

 

○介護保険サービスの利用者負担を軽くする制度一覧(福岡県ホームページ) 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kaigohoken-riyousyafutankeigen.html 

 

○人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース） 
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000199292_00005.html 
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加算の概要

1 15 ％ ・訪問入浴介護
・訪問看護
・福祉用具貸与
・訪問リハビリテーション
・居宅療養管理指導

・居宅介護支援
・訪問介護

2 10 ％

3 5 ％ ・訪問入浴介護
・訪問看護
・訪問リハビリテーション
・通所リハビリテーション
・福祉用具貸与
・居宅療養管理指導

・居宅介護支援
・訪問介護
・通所介護

※1「２の中山間地域等」と「３の中山間地域等」の地域は、異なります。

※2 総合事業における当該加算については、各自治体に確認すること。

① 届出先 届出期限…算定開始月の前月15日まで

(1) 事業所の所在地が、北九州市、福岡市、久留米市の場合……事業所所在地の市

(2) 居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護……事業所所在地の保険者

② 小規模事業所の定義（「介護給付」と「介護予防給付」は、別々に小規模事業所の該当・非該当を判定）
　〇　前年度の４～２月（１１か月）の実績で、次の基準により、小規模事業所の該当の有無を判定します。

（前年度の実績が６か月に満たない場合は、直近の３か月の実績）
・訪問介護 …延訪問回数が概ね２００回以下／月（※） ・訪問看護 …延訪問回数が１００回以下／月
・訪問入浴介護 …延訪問回数が２０回以下／月 ・介護予防訪問看護 …延訪問回数が５回以下／月
・介護予防訪問入浴介護 …延訪問回数が５回以下／月 ・福祉用具貸与 …実利用者が１５人以下／月
・居宅療養管理指導 …延訪問回数が５０回／月 ・介護予防福祉用具貸与 …実利用者が５人以下／月　　
・介護予防居宅療養管理指導 …延訪問回数が５回／月 ・訪問リハビリテーション …延訪問回数５０回／月
・居宅介護支援 …実利用者が２０人以下／月 ・介護予防訪問リハビリテーション …延訪問回数が１０回以下／月

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 …実利用者が５人以下／月

（※）「概ね200回」は400回程度を想定しており、例えば、前年度の平均延べ訪問回数600回以下の事業所等も対象となりうる。

B町（２　中山間地域等）

①
②
③
④
⑤
⑥

※　Ｂ町の地域区分は、「その他」

矢印の元が事業所、矢印の先が「利用者の居住地」

B町（２　中山間地域等）

①
②
③
④
⑤
⑥

矢印の元が事業所、矢印の先が「利用者の居住地」

利用者の居住地の要件

福岡県保健医療介護部介護保険課

事業所の所
在地の要件

（令和８年4月1日現在）

事業所の規
模の要件

通所介護、通所リハビリテーショ
ン（「介護予防」を含む。）

・定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護

不要

☆福祉用具貸与については、１５％、１０％、５％加算ではなく、開始日の属する月に、交通費に相当する額の100/100、2/3、1/3の加算となる（上限あり）。

無 サービスを行う利用者が、
「通常の事業の実施地域（運営規程）の外」
かつ「中山間地域等」に居住していること

※　利用者が現に「中山間地域等」に居住して
　いることが必要
※　通所系サービスは「中山間地域等」に居住
　している利用者宅への送迎が必要
※　利用者から別途交通費の支払を受けること
　ができない

Ｒ７年度（４～２月の１１か月）の平均で小規模事業所で無くなった場合は、Ｒ８年度（４～３月サービス）の１０％加算を算定することはできません。

○地域区分が「その他（全サービス　１単位＝10円）」でない12市町所在の事業所については、「２の10％加算」の算定はありません。(訪問介護を除く)

「医療みなし及び(2)のサービス」以外…管轄の保健福祉（環境）事務所 社会福祉課
(3) 事業所の所在地が、(1)の３市以外の地域

医療みなし(訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導)…福岡県介護保険課 指定係

「通常の事業の
実施地域」を越
えて「中山間地
域等」に居住す
る利用者にサー
ビスを提供した
事業所の加算

「特別地
域」に所在
しているこ
と

同上

無

無

無無

要

加算種別
※１

「特別地域」に
所在する事業所
の加算

県等へ
の事前
届出①

サービス種別　※2加算
割合

(以上「介護予防」を含む。）

・定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護

要

「中山間地域
等」に所在する
「小規模事業
所」の加算

D市
（２　中山間地域等）

１０％

１０％

【例１】

A市

小規模事業所以外

５％

D市
（２　中山間地域等）

二重線部分が
「通常の事業の実施地域（運営規程）」

「中山間地
域等」に所
在している
こと

F村（１　特別地域） C村（１　特別地域）

E町 A市

無し
無し
無し
５％

「特別地域」加算及び「中山間地域等」加算について

「小規模事
業所…②」
であること

二重線部分が
「通常の事業の実施地域（運営規程）」

小規模事業所

加算割合

５％

訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具
貸与、居宅療養管理指導、訪問リハ
ビリテーション（以上「介護予防」を含
む。）、居宅介護支援、訪問介護

１０％＋５％

(以上「介護予防」を含む。）

無し
５％
無し

F村（１　特別地域） C村（１　特別地域）

５％

無し
無し

【例２】

E町

無し

加算割合

無し

無し １０％
１０％＋５％

無し

訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具貸与、訪問リハビリテーション、通
所リハビリテーション、居宅療養管理指導（以上「介護予防」を含む。）、
居宅介護支援、訪問介護、通所介護

５％

１０％無し

事業所

①
②

④
⑤ ⑥

①

②

③

④

⑤ ⑥

事業所

③
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令和8年4月1日現在

1 北九州市

2 福岡市

4 久留米市

6 飯塚市

7 田川市

8 柳川市

9 八女市

10 筑後市

13 豊前市

16 筑紫野市

19 宗像市

23 うきは市

24 宮若市

25 嘉麻市

26 朝倉市

27 みやま市

28 糸島市

29 那珂川市

31 篠栗町

34 新宮町

37 芦屋町

41 小竹町

42 鞍手町

44 筑前町

45 東峰村

48 広川町

49 香春町

50 添田町

51 糸田町

52 川崎町

53 大任町

54 赤　村

55 福智町

57 みやこ町

59 上毛町

60 築上町

全域

表１　福岡県内の「中山間地域等」加算の該当地域（事業所所在地による区分）

前年度（4月～2月）の実績で、小規模事業所でなくなったときは、中山間地域等に所在する小規模事業所加算（１０％）の算定はできなくなります。

１　「特別地域」に所在する事業所の加算該当地域
（１５％加算）

２　「中山間地域等」に所在する「小規模事業所」の加算該当地域
（１０％加算）

※「１『特別地域』に所在する事業所の加算該当地域」と重複する地域は対象外

馬島、藍島

③ 求菩提、篠瀬、旧合河村（轟含む）

旧上陽町◎（旧横山村☆に限る。）、
旧黒木町◎（旧大淵村☆、旧笠原村☆及び②に限る。）、
旧矢部村◎、
旧星野村◎

玄界島、小呂島、旧脇山村

旧水縄村

①

全域

旧筑穂町、旧頴田町

旧大和町、旧柳川市

全域
（１に該当する地域を除く）

旧羽犬塚町

姫島 白糸、旧福吉村、旧志摩町（姫島を除く）

旧秋月町、旧杷木町、旧朝倉町

平等寺、上西山、本道寺・柚須原・香園

地島、大島

旧姫治村

旧吉川村 旧笠松村

旧浮羽町

④ 全域（１に該当する地域を除く）

旧高木村、旧上秋月村、旧松末村

旧上広川村

全域

全域

旧伊良原村 全域（１に該当する地域を除く）

旧津野村、⑤ 全域（１に該当する地域を除く）

全域

全域

旧上城井村、⑥ 全域（１に該当する地域を除く）

事業所所在地

旧友枝村 全域（１に該当する地域を除く）

全域

全域

全域

相島

全域

旧南畑村

萩尾

三箇山

旧小石原村 全域（１に該当する地域を除く）

全域
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市町村名 地域名

① 飯塚市 内住(字大野、字白坂、字原、字払ノ谷、字十郎、字用意の元、字久保山、字浦ノ
谷、字福ヶ谷、字久保山前、字古屋敷、字兎山、字赤松尾及び字鍛冶木屋の地域に
限る。)、山口(字米の山、字茜屋、字アラ谷、字飯田、字啌ヶ谷、字ヲジト、字河
原、字勘四郎、字コノヲ、字城山、字城ノ山、字新開、字地蔵ヶ原、字下木屋、字
尻ノ谷、字高塚、字竹ノ尾、字堂田、字峠、字松葉、字宮ノ脇、字六反田、字道
官、字梨木原、字墓ノ尾、字橋ヶ下、字平原、字仏田、字堀田及び字前田の地域に
限る。)、弥山(字水上、字坂ノ下、字大山口、字大塚、字大石道、字コボシキ、字
小山口、字鳥越、字七曲、字仁田尾、字萩の迫、字畑川及び字広畑の地域に限
る。)及び桑曲(字前田、字牧ノ内、字ホリ田、字八郎四、字神ノ後、字上ノ浦、字
ヲナシ、字薄ヶ薮及び字上ノ山の地域に限る。)

② 八女市 黒木町田代(字下筒井、字上筒井、字海太郎、字鋤先、字鳥山、字曽底、字捨井
手、字下堂目木、字上堂目木、字柿ノ木迫、字下姥ヶ塚、字北明所、字湯ノ下、字
坂ノ根、字角佛、字小別当、字辻ノ木、字年ノ神、字三反田、字樫ノ実谷、字松
本、字津留、字阿蘇谷、字池ノ谷、字井手ノ本、字岩ノ鼻、字下真梨穂、字新城、
字尾草、字下尾道、字南真門、字堂ノ迫、字杉山、字田ノ原、字大坪、字鶴牧、字
高柿、字森ノ下、字鳥越、字菅之谷、字谷山口、字願正、字山口、字勿躰、字睦
園、字堂目木及び字陣床の地域に限る。)、黒木町鹿子生(字作り道、字窪、字〔お
う〕ノ谷、字仲田、字細工谷、字長畑、字村下、字屋敷、字南前田、字鬼突、字大
股及び字糯田の地域に限る。)、黒木町土窪(字一ノ渡瀬、字柳ノ原、字梅ヶ谷、字
辻、字段、字上川原、字迫田、字平瀬、字福寿庵、字井手、字長老岩、字文田、字
細工谷、字中通、字西方、字辻山、字池ノ上、字原畑、字石原、字溝添、字僧見、
字不動前、字不動山、字込野、字毛條野及び字柿ノ木迫の地域に限る。)、黒木町
木屋(字森、字本村、字釘ノ鼻、字本坪、字山桃塚、字屋舗ノ下、字平平、字苧扱
場、字松出、字京ノ松、字前田、字大窪、字中村、字建石、字佛岩、字堂ノ先、字
差原、字垣添、字葛原、字鹿ノ子谷、字洲頭、字小川原、字井川元、字塚原、字小
平、字大迫、字楮四郎、字長田、字長田下、字大下、字村下、字野ノ中、字餅田、
字薬師ノ元、字辻、字山ノ神、字小西ノ上、字弓掛塔、字橋本、字高平、字辻ノ
上、字木山、字家鋪、字小谷ノ迫、字浦小路、字二本木、字浦ノ上、字一ノ坂、字
辨財天、字茅切場、字木山向、字後ヶ迫、字境ノ谷(八千七百九十八番地の一から
八千八百三十六番地まで及び一万九百九十番地の二から一万千百二十四番地までの
地域に限る。)、字美野尾(五千九百七番地から五千九百五十二番地まで及び七千二
百二番地の一から七千三百二十四番地までの地域に限る。)、字竹ノ迫、字〔お〕
扱谷及び字楮原の地域に限る。)及び黒木町北木屋(字前田、字御明園、字椛谷、字
下荒谷、字白金、字久保、字外園、字水口、字滝ノ上、字滝ノ下、字山ノ原及び字
漆原の地域に限る。)

③ 豊前市 大字中川底(八百三十四番地の一から千八百五十一番地までの地域に限る。)

④ 嘉麻市 千手(字ナカノの地域に限る。)、泉河内(字ヲムカイ、字ウト、字山ノ下及び字高
畑の地域に限る。)、嘉穂才田(字川渕、字ムカエハル及び字上ノ原の地域に限
る。)及び桑野(字倉谷、字イチノ及び字山セ川の地域に限る。)

⑤ 添田町 大字桝田(字糀ノ宮、字中ノ原、字仙道及び字広瀬の地域に限る。)、大字落合(字
別所河内、字鍛冶屋、字長谷、字緑川、字深倉、字中河原、字駒鳴及び字芝峠の地
域に限る。)、大字英彦山(字町、字北坂本及び字唐ヶ谷の地域に限る。)及び大字
中元寺(字木浦、字大藪及び字戸谷の地域に限る。)

⑥ 築上町 大字小山田(字小川谷及び字永尾の地域に限る。)

63



令和8年4月1日現在

1 北九州市

2 福岡市

4 久留米市

6 飯塚市

7 田川市

8 柳川市

9 八女市

10 筑後市

13 豊前市

16 筑紫野市

19 宗像市

23 うきは市

24 宮若市

25 嘉麻市

26 朝倉市

27 みやま市

28 糸島市

29 那珂川市

31 篠栗町

34 新宮町

37 芦屋町

41 小竹町

42 鞍手町

44 筑前町

45 東峰村

48 広川町

49 香春町

50 添田町

51 糸田町 全域

52 川崎町

53 大任町

54 赤　村

55 福智町

57 みやこ町

59 上毛町

60 築上町

中山間地域等加算（５％）を算定する場合には、利用者から別途交通費を受領できません。
下記地域に居住する利用者にサービスを提供しても、事業所の「通常の事業の実施地域」内であれば、加算を算定できません。

表２　福岡県内の「中山間地域等」加算の該当地域（利用者の居住地による区分）

全域

３　「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算該当地域（５％加算）

馬島、藍島

玄界島、小呂島、旧脇山村

旧水縄村

全域

旧大和町

全域

旧羽犬塚町

平等寺、上西山、本道寺・柚須原・香園

地島、大島

全域

全域

旧南畑村

萩尾

相島

全域

三箇山

全域

全域

全域

全域

利用者居住地

旧筑穂町、旧頴田町

旧岩屋村

旧浮羽町

旧吉川村、旧笠松村

旧高木村、旧上秋月村、旧秋月町、旧杷木町、旧朝倉町

白糸、旧福吉村、旧志摩町

旧上広川村

全域

全域

全域

全域

全域

全域

全域
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老老発 0315 第４号 

令和６年３月 15 日 

各都道府県介護保険主管部（局）長宛 

 

厚生労働省老健局老人保健課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並びに 

事務処理手順及び様式例の提示について 

 

 

 科学的介護情報システムに関連する各加算の算定については、「指定居宅サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与

に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実

施上の留意事項について」（平成 12 年３月１日老企第 36 号。以下「訪問通所サービス通

知」という。）、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービ

ス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 12 年３月８日老企第 40

号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について」（平成 18 年３月 17 日老計発第 0317001 号、老振発第 0317001 号、老老

発第 0317001 号）、「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について」（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老

老発第 0331018 号）及び「特別診療費の算定に関する留意事項について」（平成 30 年４月

25 日老老発 0425 第２号）において示しているところであるが、今般、事務処理手順及び

様式例を以下のとおりお示しする。 

また、本課長通知の発出に伴い、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関す

る基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老老

発 0316 第４号）を廃するので、御了知の上、各都道府県におかれては、管内市町村、関係

団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その取扱いに当たっては遺漏なきよう

期されたい。 

 

 

記 

 
 
第１ 科学的介護情報システム（LIFE）について 

令和３年度より、介護施設・事業所が、介護サービス利用者の状態や行っているケア

の計画・内容等を提出し、入力内容が集計され、当該施設等にフィードバックされる仕

組みとして「科学的介護情報システム（Long-term care Information system For 

Evidence）」（以下「LIFE」という。）の運用を開始した。令和６年度改定においては、こ

れまでの取組の中で指摘されてきた入力負担等の課題に対応し、さらに科学的介護の取
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組を推進する観点から入力項目の見直し等を行うこととした。 

LIFE の利用申請手続等については、「令和６年度介護報酬改定を踏まえた科学的介護

情報システム（LIFE）の対応について」(令和６年３月 15 日厚生労働省老健局老人保健

課事務連絡)を、データ提出に当たって、各項目の評価方法等については、「ケアの質の

向上に向けた LIFE 利活用の手引き 令和６年度改定版（仮称）」（令和６年３月中に公開

予定。）を参照されたい。 

ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html   

 

 

第２ LIFE への情報提出頻度及び提出情報について 

LIFE へ提出された情報については、利用者又は入所者（以下、「利用者等」という。）

単位若しくは事業所・施設単位で分析され、フィードバックされる。そのため、LIFE へ

のデータ提出が要件となっている加算において提出する情報は、フィードバックに活用

する観点から、様式の各項目うち、記入者名や自由記載の箇所等については提出を求め

ないこととした。また、生年月日等の原則更新がない利用者の基本情報についても利用

者情報登録の内容からデータ連携される。その他、各加算において提出する情報につい

ては、以下を参照されたい。 

また、令和６年度改定においては、入力負担軽減や利便性向上の観点から、LIFE シス

テムを更改し、令和６年７月末頃に新システムを運用開始する予定である。令和６年度

改定に対応した介護記録ソフトを導入するために時間を要する等の事情のある場合は、

以下の規定にかかわらず、令和６年４月～８月サービス提供分の情報の提出について

は、令和６年 10 月 10 日までに提出することを可能とする。なお、やむを得ない事情が

なく、提出すべき情報を令和６年 10 月 10 日までに提出していない場合、算定した当該

加算については、遡り過誤請求を行うこと。 

 

 

１ 科学的介護推進体制加算 

  （１）LIFE への情報提出頻度について 

利用者等ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。な

お、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに

訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月の

サービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの間について、利用者等全

員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに提

出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算

定ができないこととなる。）。 

ア 本加算の算定を開始しようとする月においてサービスを利用している利用者等

（以下「既利用者等」という。）については、当該算定を開始しようとする月 

イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの利用を開始した利

用者等（以下「新規利用者等」という。）については、当該サービスの利用を

開始した日の属する月（以下、「利用開始月」という。） 

ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月ごと 

エ サービスの利用を終了する日の属する月 
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  ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る

情報を収集する時間が十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用

開始月の翌々月の 10 日までに提出することとしても差し支えない。その場合、当

該利用者等に限り、利用開始月のサービス提供分は算定できない。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

通所サービス、居住サービス及び多機能サービスにおいて科学的介護推進体制加

算を算定する場合又は施設サービスにおいて科学的介護推進体制加算（Ⅰ）を算定

する場合は、事業所又は施設の全ての利用者等について、別紙様式１（科学的介護

推進に関する評価（通所・居住サービス））又は別紙様式２（科学的介護推進に関

する評価（施設サービス））にある「基本情報」、「総論」、「口腔・栄養」及び「認

知症（別紙様式３も含む。）」の任意項目を除く情報を、やむを得ない場合を除き提

出すること。 

施設サービスにおいて科学的介護推進体制加算（Ⅱ）を算定する場合は、上記に

加えて「総論」の診断名・服薬情報ついても提出すること。 

上記以外の項目（「認知症」や「その他」の任意項目等）についても、必要に応

じて提出することが望ましいこと。 

また、提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。 

  ・（１）アに係る提出情報は、当該算定開始時における情報 

  ・（１）イに係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報 

  ・（１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降の評価時点の情報 

  ・（１）エに係る提出情報は、当該サービスの利用終了時における情報 

 

 

 ２ ADL 維持等加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

利用者等ごとに、評価対象利用開始月及び評価対象利用開始月の翌月から起算し

て６月目の月の翌月 10 日までに提出すること。 

なお、情報を提出すべき月においての情報の提出を行っていない事実が生じた場

合は、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならないこ

と。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

事業所又は施設における利用者等全員について、利用者等のＡＤＬ値（厚生労働

大臣が定める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 95 号）第 16 号の２イ（２）のＡＤ

Ｌ値をいう。）、別紙様式１（科学的介護推進に関する評価（通所・居住サービス））

にある「基本情報」、及び「初月対象又は６月対象への該当」を、やむを得ない場合

を除き、提出すること。 

ただし、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目にサービスの利用がない

場合については、当該サービスの利用があった最終の月の情報を提出すること。 

 

 

 ３ 個別機能訓練加算（Ⅱ）・（Ⅲ） 

（１）LIFE への情報提出頻度について 
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利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 

ア 新規に個別機能訓練計画の作成を行った日の属する月 

イ 個別機能訓練計画の変更を行った日の属する月 

ウ ア又はイのほか、少なくとも３月に１回 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 個別機能訓練加算(Ⅱ）においては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄

養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様式３―２（生活機能チェックシ

ート）にある「評価日」、「要介護度」、「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症

高齢者の日常生活自立度」、「職種」、「ＡＤＬ」、「ＩＡＤＬ」及び「基本動作」、

並びに別紙様式３―３（個別機能訓練計画書）にある「作成日」、「要介護度」、

「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症高齢者の日常生活自立度」、「健康状

態・経過（病名及び合併症に限る。）」、「個別機能訓練項目（プログラム内容、頻

度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報を提出すること。 

イ 個別機能訓練加算（Ⅲ)については、栄養マネジメント強化加算及び口腔衛生

管理加算(Ⅱ)を算定していることが要件であるため、上記アに加え、８(２)及び

10(２）に示す情報を提出していること。 

ウ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。 

  ・（１）ア及びイに係る提出情報は、当該情報の作成又は変更時における情報 

  ・（１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降の情報 

 

 

４ リハビリテーションマネジメント加算（ロ）・（ハ） 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 通所リハビリテーション及び訪問リハビリテーションにおいてリハビリテーシ

ョンマネジメント加算（ロ）を算定する場合については、「リハビリテーショ

ン・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様式２―２

―１及び２―２―２（リハビリテーション計画書）にある「評価日」、「介護

度」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病及び発症日・受傷日、合併症に限

る。）」、「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症高齢者の日常生活自立度判定基

準」、「心身機能・構造」、「活動（基本動作）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテー

ションの終了目安」、「活動（ＩＡＤＬ）」、「社会参加の状況」、及び「要因分析を

踏まえた具体的なサービス内容（解決すべき課題、期間（月）、具体的支援内

容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報を提出すること。 

イ また、上記に加えて、訪問リハビリテーションにおいては、診療未実施減算の

算定の有無と、情報提供を行った事業所外の医師の適切な研修の受講状況につい

て情報を提出すること。 

ウ 通所リハビリテーションにおいてリハビリテーションマネジメント加算（ハ）

を算定する場合は、口腔の健康状態の評価及び栄養アセスメントが必要になるこ

とから、上記アに加え、以下の情報を提出すること。また、当該加算の算定にか

かるリハビリテーションのアセスメント、口腔の健康状態の評価及び栄養アセス

140



5 
 

メント情報の提出においては、当該加算を算定している旨の情報も併せて提出す

ること。 

a 口腔に関しては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及

び一体的取組について」別紙様式６－４「口腔の健康状態の評価・再評価（口

腔に関する問題点等）」の項目。 

b 栄養に関しては、９(２)アに示す項目。 

エ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを

参照されたい。 

 

 

５ 介護予防通所・訪問リハビリテーションの 12 月減算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。 

 

（２） LIFE への提出情報について 

リハビリテーションマネジメント加算(ロ)と同様であるため、４(２)アを参照さ

れたい。ただし、介護予防訪問リハビリテーションにおいては、上記に加えて、診

療未実施減算の算定の有無と、情報提供を行った事業所外の医師の適切な研修の受

講状況について情報を提出すること。 

 

 

６ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）・（Ⅱ）、理学療法及び作業療

法注６並びに言語聴覚療法注４に掲げる加算、理学療法及び作業療法注７並びに言語

聴覚療法注５に掲げる加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）（Ⅱ）、理学療法注６、

作業療法注６及び言語聴覚療法注４においては、「リハビリテーション・個別機

能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様式２―２―１及び２

―２―２（リハビリテーション計画書）にある「評価日」、「介護度」、「担当職

種」、「健康状態、経過（原因疾病及び発症日・受傷日、合併症に限る。）」、「日常

生活自立度又は認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」、「心身機能・構造」、

「活動（基本動作）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの終了目安」、「社

会参加の状況」、及び「要因分析を踏まえた具体的なサービス内容（解決すべき

課題、期間（月）、具体的支援内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情

報を提出すること。 

イ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）、理学療法注７、作業

療法注７及び言語聴覚療法注５においては、栄養マネジメント強化加算及び口腔

衛生管理加算(Ⅱ)を算定していることが要件であるため、上記アに加え、８(２)

及び 10(２）に示す情報を提出していること。 

ウ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを

参照されたい。 
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７ 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ） 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

入所者ごとに、ア及びイまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 

ア 施設に入所した日の属する月 

イ アの月のほか、施設に入所した日の属する月から起算して３月目の月まで、少

なくとも１月に１回 

 

（２）LIFE への提出情報について 

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ）と同様であるため、６

（２）アを参照されたい。 

 

 

８ 栄養マネジメント強化加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。 

なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直

ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた

月のサービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの間について、利用者

全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに

提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から

算定ができないこととなる。）。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 施設における入所者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄

養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様式４―１－１（栄養・摂食嚥下

スクリーニング・アセスメント・モニタリング（施設）（様式例））にある「要介

護度」、」「実施日」、「低栄養状態のリスクレベル」、「低栄養状態のリスク（状

況）」、「食生活状況等」、「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」、「総

合評価」及び「計画変更」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提

出すること。 

イ 経口維持加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している入所者については、アの情報に

加え、同様式にある「摂食・嚥下の課題」、「食事の観察」及び「多職種会議」の

各項目に係る情報も提出すること。 

ウ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを

参照されたい。 

 

 

 ９ 栄養アセスメント加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

利用者ごとに、ア及びイに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 

ア 栄養アセスメントを行った日の属する月 

イ アの月のほか、少なくとも３月に１回 
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なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直

ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた

月のサービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの間について、利用者

全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに提

出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算

定ができないこととなる。）。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 利用者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実

施及び一体的取組について」別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセス

メント・モニタリング（通所・居宅）（様式例））にある「要介護度」、「実施日」

「低栄養状態のリスクレベル」「低栄養状態のリスク（状況）」「食生活状況等」

「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」及び「総合評価」の各項目

に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。ただし、食事の提供を

行っていない場合など、「食生活の状況等」及び「多職種による栄養ケアの課題

（低栄養関連問題）」の各項目に係る情報のうち、事業所で把握できないものま

で提出を求めるものではないこと。 

イ 提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。 

  ・（１）アに係る提出情報は、当該アセスメントの実施時点における情報 

  ・（１）イにおける提出情報は、前回提出時以降における情報 

  

 

10 口腔衛生管理加算（Ⅱ） 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス

及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式３又

は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域

密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について」別紙様式１（口腔衛生管理加算 様式（実施計画））に

ある「要介護度」、「日常生活自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯の使

用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔の健康状態

の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」、「口腔衛生の管理内容（実施目標、

実施内容及び実施頻度に限る。）」及び「歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理

及び介護職員への技術的助言等の内容」の各項目に係る情報を提出すること。 

イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを

参照されたい。 

 

 

11 口腔機能向上加算（Ⅱ）及び（Ⅱ）ロ  

（１）LIFE への情報提出頻度について  
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個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。  

 

（２）LIFE への提出情報について  

ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につ

いて」別紙様式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にあ

る「要介護度」、「日常生活自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯の使

用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔の健康状態

の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」、「口腔機能改善管理指導計画」及び

「実施記録」の各項目に係る情報を提出すること。  

イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを

参照されたい。  

 

  

12 口腔機能向上加算（Ⅱ）イ  

（１）LIFE への情報提出頻度について  

個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。  

 

（２）LIFE への提出情報について  

ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につ

いて」別紙様式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にあ

る「要介護度・病名等」、「日常生活自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯

の使用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔機能改

善管理指導計画」及び「実施記録」の各項目に係る情報を提出すること。  

イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを

参照されたい。 

 

 

13 褥瘡マネジメント加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。な

お、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに

訪問通所サービス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月の

サービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの間について、利用者等全

員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに提

出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算

定ができないこととなる。）。 

ア 既利用者等については、当該算定を開始しようとする月 

イ 新規利用者等については、当該サービスの利用を開始した日の属する月 

ウ 褥瘡の発生と関係のあるリスクに係る評価を行った日の属する月（評価は少な

くとも３月に１回行うものとする。） 

 

ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る情

報を収集する時間が十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用開始

月の翌々月の 10 日までに提出することとしても差し支えない。その場合、当該利
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用者等に限り、利用開始月のサービス提供分は算定できない。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係

る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について」別紙様式５又は「指定地域密着型サービスに要

する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式

５（褥瘡対策に関するスクリーニング・ケア計画書）にある「基本情報」、「褥瘡

の有無」及び「危険因子の評価」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除

き、提出すること。 

イ 褥瘡がある利用者等については、同様式にある「褥瘡の状態の評価」及び「褥

瘡ケア計画」の自由記載を除く情報も提出すること。 

ウ 提出情報は、利用者等ごとに、以下の時点における情報とすること。 

・（１）アに係る提出情報は、介護記録等に基づき、既利用者等ごとの利用開始

時又は施設入所時における評価の情報及び当該算定開始時における情報 

・（１）イに係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報 

・（１）ウに係る提出情報は、当該評価時における情報 

   

 

14 褥瘡対策指導管理（Ⅱ） 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 「特別診療費の算定に関する留意事項について」別添様式３（褥瘡対策に関す

る診療計画書）にある「基本情報」、「褥瘡の有無」及び「危険因子の評価」の各

項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。 

イ また、褥瘡がある入所者については、同様式にある「褥瘡の状態の評価」及び

「看護計画」の自由記載を除く情報も提出すること。 

ウ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参

照されたい。 

 

 

15 排せつ支援加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係

る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について」別紙様式６又は「指定地域密着型サービスに要
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する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する

費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式

６（排せつの状態に関するスクリーニング・支援計画書）にある「基本情報」、

「排せつの状態」、「排せつ支援に係る取組」、「排せつに関する支援の必要性」の

各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。 

イ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参

照されたい。 

  

 

16 自立支援促進加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

    褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 施設における入所者全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及

び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上

の留意事項について」別紙様式７又は「指定地域密着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式７（自立支

援促進に関する評価・支援計画書）にある「基本情報」、「現状の評価」及び「支

援実績」、「支援計画」の自由記載を除く各項目に係る情報を、やむを得ない場合

を除き、提出すること。 

イ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参

照されたい。 

 

 

17 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

入所者ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 

ア 施設に入所した日の属する月 

イ 処方内容に変更が生じた日の属する月 

ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月に１回 

エ 施設を退所する日の属する月 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア 入所期間が３月以上であると見込まれる入所者について、（１）ア、ウ及びエ

の月においては「診断名」及び「処方薬剤名（１日用量含む）」の情報をいずれ

も、（１）イの月においてはこれらの情報に加え、「指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係

る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に

伴う実施上の留意事項について」別紙様式９（薬剤変更等に係る情報提供書）に

ある「変更・減薬・減量の別」及び「変更・減薬・減量理由」の各項目に係る情

報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。 
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イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。 

・（１）アに係る提出情報は、当該入所時における情報 

・（１）イに係る提出情報は、当該変更時における情報 

・（１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降における情報 

・（１）エに係る提出情報は、当該退所時における情報 

 

 

18 薬剤管理指導の注２の加算 

（１）LIFE への情報提出頻度について 

入所者ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 

ア 本加算の算定を開始しようとする月において施設に入所している入所者につい

ては、当該算定を開始しようとする月 

イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降に施設に入所した入所者につい

ては、当該施設に入所した日の属する月 

ウ 処方内容に変更が生じた日の属する月 

エ ア、イ又はウの月のほか、少なくとも３月に１回 

 

（２）LIFE への提出情報について 

ア （１）ア、イ及びエの月においては「診断名」及び「処方薬剤名（１日用量含

む）」の情報をいずれも、（１）ウの月においてはこれらの情報に加え、「指定居

宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施

設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式９（薬剤変更等

に係る情報提供書）にある「変更・減薬・減量の別」及び「変更・減薬・減量理

由」の各項目に係る情報を提出すること。 

イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。 

・（１）アに係る提出情報は、当該算定を開始しようとする月時点における情報

及び当該者の施設入所時における情報 

・（１）イに係る提出情報は、当該入所時における情報 

・（１）ウに係る提出情報は、当該変更時における情報 

・（１）エに係る提出情報は、前回提出時以降における情報 
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別紙様式１ 

科学的介護推進に関する評価（通所・居住サービス） 
（※）：任意項目 

【利用者情報】 

氏名  

生年月日       年   月   日 保険者番号  

性別 □男     □女 被保険者番号  

 

【基本情報】 

要介護度 □要支援１ □要支援２ □要介護１ □要介護２ □要介護３ □要介護４ □要介護５ 

障害高齢者の日常生活自立度 □自立 □J1 □J2 □A1 □A2 □B1 □B2 □C1 □C2 

認知症高齢者の日常生活自立度 □自立 □Ⅰ □Ⅱa □Ⅱb □Ⅲa □Ⅲb □Ⅳ □Ｍ 

評価日    年   月   日 

評価時点 □サービス利用開始時 □サービス利用中 □サービス利用終了時 

 

【総論】 
診断名（特定疾病または生活機能低下の直接の原因となっている傷病名については１.に記入）（※） 
    １．                                          
    ２．                                          
    ３．                                          

緊 急 入 院 の 状 況
（※） 

入院日：    年   月   日  受療時の主訴：□発熱 □転倒 □その他（     ） 
入院日：    年   月   日  受療時の主訴：□発熱 □転倒 □その他（     ） 
入院日：    年   月   日  受療時の主訴：□発熱 □転倒 □その他（     ） 

服薬情報（※） 
薬剤名（             ） 
薬剤名（             ）  
薬剤名（             ）  

家族の状況（※） □同居  □独居 

ADL 

                            自立       一部介助        全介助 
・食事                         □10          □５           □０ 
・椅子とベッド間の移乗                 □15          □10←（監視下） 
                         （座れるが移れない）→ □５           □０ 
・整容                         □５        □０           □０ 
・トイレ動作                        □10        □５           □０  
・入浴                                   □５        □０           □０ 
・平地歩行                               □15        □10←（歩行器等） 
                          （車椅子操作が可能）→ □５           □０ 
・階段昇降                       □10        □５           □０ 
・更衣                                   □10        □５           □０ 
・排便コントロール                       □10        □５           □０ 
・排尿コントロール                       □10        □５           □０ 

サービス利用 
終了理由（※サ
ービス終了時） 

サービス利用終了日：   年   月  日 
□居宅サービスの利用   □介護老人福祉施設入所  □介護老人保健施設入所  □介護医療院入所 
□医療機関入院  □死亡  □介護サービスを利用しなくなった  □その他 

 
【口腔・栄養】 

身長 cm 体重 kg 

義歯の使用 □なし □あり むせ □なし □あり 

歯の汚れ □なし □あり 歯肉の腫れ・出血 □なし □あり 

148



 

【認知症】 
認知症の診断 □ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病 □血管性認知症 □ﾚﾋﾞ-小体病 □その他（       ） 

 

○生活・認知機能尺度 【別紙様式３】を活用した評価を実施すること 

 

○Vitality index 
意思疎通 □自分から挨拶する、話し掛ける □挨拶、呼びかけに対して返答や笑顔が見られる □反応がない 
起床（※） □いつも定時に起床している □起こさないと起床しないことがある □自分から起床することはない 
食事（※） □自分から進んで食べようとする □促されると食べようとする 

□食事に関心がない、全く食べようとしない 
排せつ（※） □いつも自ら便意尿意を伝える、あるいは自分で排尿、排便を行う □時々、尿意便意を伝える 

□排せつに全く関心がない 
リハビリ・活動 
（※） 

□自らリハビリに向かう、活動を求める □促されて向かう □拒否、無関心 

 

○DBD13（※） 【別紙様式４】を活用すること 

 

【その他】 

○ICF ステージング（※） 【別紙様式５】を活用すること 

 

149



 

別紙様式２ 

 科学的介護推進に関する評価（施設サービス） 
（※）：任意項目 

【利用者情報】 

氏名  

生年月日       年   月   日 保険者番号  

性別 □男     □女 被保険者番号  

【基本情報】 
要介護度 □要支援１ □要支援２ □要介護１ □要介護２ □要介護３ □要介護４ □要介護５ 
障害高齢者の日常生活自立度 □自立 □J1 □J2 □A1 □A2 □B1 □B2 □C1 □C2 
認知症高齢者の日常生活自立度 □自立 □Ⅰ □Ⅱa □Ⅱb □Ⅲa □Ⅲb □Ⅳ □Ｍ 
評価日    年   月   日 
評価時点 □サービス利用開始時 □サービス利用中 □サービス利用終了時 

【総論】 

診断名（特定疾病または生活機能低下の直接の原因となっている傷病名については１.に記入）（※） 
    １．                                         
    ２．                                          
    ３．                                          

緊急入院の状況 
（※） 

入院日：    年   月   日  受療時の主訴：□発熱 □転倒 □その他（     ） 
入院日：    年   月   日  受療時の主訴：□発熱 □転倒 □その他（     ） 
入院日：    年   月   日  受療時の主訴：□発熱 □転倒 □その他（     ） 

服薬情報（※） 
１．薬剤名（             ） 
２．薬剤名（             ） 
３．薬剤名（             ） 

家族の状況（※） □同居  □独居 

ADL 

                            自立       一部介助        全介助 
・食事                         □10          □５           □０ 
・椅子とベッド間の移乗                 □15          □10←（監視下） 
                         （座れるが移れない）→ □５           □０ 
・整容                         □５        □０           □０ 
・トイレ動作                        □10        □５           □０  
・入浴                                   □５        □０           □０ 
・平地歩行                               □15        □10←（歩行器等） 
                          （車椅子操作が可能）→ □５           □０ 
・階段昇降                       □10        □５           □０ 
・更衣                                   □10        □５           □０ 
・排便コントロール                       □10        □５           □０ 
・排尿コントロール                       □10        □５           □０ 

サービス利用終了理由 
（※） 

（サービス終了時のみ） 

サービス利用終了日：   年   月  日 
□居宅サービスの利用  □介護老人福祉施設入所 □介護老人保健施設入所 □介護医療院入所 
□医療機関入院 □死亡 □介護サービスを利用しなくなった □その他 

【口腔・栄養】 

身長 cm 低栄養状態の 
リスクレベル 

□低   □中   □高 
体重 kg 

栄養補給法 □経口のみ □一部経口 □経腸栄養 □静脈栄養 
食事形態 □常食 □嚥下調整食（コード□４ □３ □2-2 □2-1 □1j □0t □0j） 
とろみ □薄い  □中間 □濃い 

食事摂取量 全体（     ）％   主食（     ）％  副食（     ）％ 

必要栄養量 
エネルギー（       kcal） 
たんぱく質（        g） 

提供栄養量 
エネルギー（       kcal） 
たんぱく質（        g） 

褥瘡 □なし □あり  
義歯の使用 □なし □あり むせ □なし □あり 
歯の汚れ □なし □あり 歯肉の腫れ・出血 □なし □あり 
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【認知症】 
認知症の診断 □ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ病 □血管性認知症 □ﾚﾋﾞ-小体病 □その他（       ） 

 

○生活・認知機能尺度 【別紙様式３】を活用した評価を実施すること 

 

○Vitality index 
意思疎通 □自分から挨拶する、話し掛ける □挨拶、呼びかけに対して返答や笑顔が見られる □反応がない 
起床（※） □いつも定時に起床している □起こさないと起床しないことがある □自分から起床することはない 
食事（※） □自分から進んで食べようとする □促されると食べようとする 

□食事に関心がない、全く食べようとしない 
排せつ（※） □いつも自ら便意尿意を伝える、あるいは自分で排尿、排便を行う □時々、尿意便意を伝える 

□排せつに全く関心がない 
リハビリ・活動 
（※） 

□自らリハビリに向かう、活動を求める □促されて向かう □拒否、無関心 

 

○DBD13（※） 【別紙様式４】を活用すること 

 

【その他】 

○ICF ステージング（※） 【別紙様式５】を活用すること 

 

151



 

別紙様式３ 

生活・認知機能尺度 

 

①－１ 
身近なもの（たとえば、メガネや入れ歯、財布、上着、鍵など）を置いた場所を覚えていますか 
※介護者が一緒に探しているなど、一人で探す様子が分からない場合は、もし一人で探すとしたらどうかを想定
して評価してください 

□５ 
□４ 
□３ 
 
□２ 
□１ 

常に覚えている 
たまに（週１回程度）忘れることはあるが、考えることで思い出せる 
思い出せないこともあるが、きっかけがあれば自分で思い出すこともある（思い出せることと思
い出せないことが同じくらいの頻度） 
きっかけがあっても、自分では置いた場所をほとんど思い出せない 
忘れたこと自体を認識していない 

  

①－２ 
身の回りに起こった日常的な出来事（たとえば、食事、入浴、リハビリテーションや外出など）
をどのくらいの期間、覚えていますか 
※最近 1 週間の様子を評価してください  

□５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

１週間前のことを覚えている 
１週間前のことは覚えていないが、数日前のことは覚えている 
数日前のことは覚えていないが、昨日のことは覚えている 
昨日のことは覚えていないが、半日前のことは覚えている 
全く覚えていられない 

 

② 
現在の日付や場所等についてどの程度認識できますか  
※上位レベルのことと下位レベルのことが両方でき、上位と下位の間の項目ができない場合には、上位レベルの
ほうを選び回答してください  例：１と３に該当し、２に該当しない場合⇒１を選択する 

□５ 
□４ 
□３ 
 
□２ 
□１ 

年月日はわかる（±１日の誤差は許容する） 
年月日はわからないが、現在いる場所の種類はわかる 
場所の名称や種類はわからないが、その場にいる人が誰だかわかる（家族であるか、介護者であ
るか、看護師であるか等） 
その場にいる人が誰だかわからないが、自分の名前はわかる 
自分の名前がわからない 
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③ 誰かに何かを伝えたいと思っているとき、どれくらい会話でそれを伝えることができますか  
※「会話ができる」とは、2 者の意思が互いに疎通できている状態を指します  

□５ 
 
□４ 
 
□３ 
 
□２ 
 
□１ 

会話に支障がない（「○○だから、××である 」といった 2 つ以上の情報がつながった話をするこ
とができる ） 
複雑な会話はできないが、普通に会話はできる（「○○だから、××である 」といった 2 つ以上の
情報がつながった話をすることはできない ） 
普通に会話はできないが、具体的な欲求を伝えることはできる（「痛い」「お腹が空いた」などの具
体的な要求しか伝えられない ） 
会話が成り立たないが、発語はある（発語はあるが、簡単な質問に対して適切な回答ができなかっ
たり、何を聞いても「うん」とだけ答える ） 
発語がなく、無言である 

  

④ 
一人で服薬ができますか  
※服薬していなかったり、介護者が先に準備しているなど、実際の服薬能力が分からない場合は、一人で服薬する
場合を想定して評価してください  

□５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

自分で正しく服薬できる 
自分で用意して服薬できるが、たまに（週１回程度）服薬し忘れることがある 
２回に１回は服薬を忘れる 
常に薬を手渡しすることが必要である 
服薬し終わるまで介助・みまもりが必要である 

  

⑤ 
一人で着替えることができますか  
※まひ等により身体が不自由で介助が必要な場合は、障害がない場合での衣服の機能への理解度を想定して評価し
てください  

□５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

季節や気温に応じた服装を選び、着脱衣ができる 
季節や気温に応じた服装選びはできないが、着る順番や方法は理解し、自分で着脱衣ができる 
促してもらえれば、自分で着脱衣ができる 
着脱衣の一部を介護者が行う必要がある 
着脱衣の全てを常に介護者が行う必要がある 

  

⑥ 
テレビやエアコンなどの電化製品を操作できますか  
※テレビが無い場合は、エアコンで評価してください いずれもない場合は、電子レンジ、ラジオなどの電化製品
の操作で評価してください  

□５ 
□４ 
 
□３ 
 
□２ 
 
□１ 

自由に操作できる（「複雑な操作」も自分で考えて行うことができる ） 
チャンネルの順送りなど普段している操作はできる（「単純な操作」であれば自分で行うことができ
る ） 
操作間違いが多いが、操作方法を教えてもらえれば使える（「単純な操作」が分からないことがある
が、教えれば自分で操作することができる ） 
リモコンを認識しているが、リモコンの使い方が全く分からない（何をする電化製品かは分かるが、
操作を教えても自分で操作することはできない ） 
リモコンが何をするものか分からない 

 

合計 

 

 

点 
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別紙様式４ 

DBD13 
 

認知症の診断、または疑いのある場合に評価 

１ 忘れてしまうことが多いため，同じことを何度も聞いて
しまう 

□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

２ よく物をなくしたり，置場所を間違えたりする 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

３ 日常的な物事に関心を持てない 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

４ 特別な理由がないのに夜中に起きて布団から出てしまう 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

５ 他人が納得できる根拠がない状況で，他人に文句を言っ
てしまう 

□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

６ 昼間，寝ていることが多い 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

７ 過度に歩き回ることが多い 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

８ 同じ動作を何回も繰り返してしまう 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

９ 荒い口調で相手を責めるような言葉を出してしまう 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

10 服装が場違いな，あるいは季節に合わない場合がある 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

11 世話をしてもらうことを受け入れられない 
□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

12 周囲にわかってもらえるような理由なしに物を貯め込ん
でしまう 

□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 

13 引き出しやたんすの物を取り出そうとして，中身を全部
出してしまうことがある 

□まったくない □ほとんどない □ときどきある 
□よくある    □常にある 
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別紙様式５ 

ICF ステージング 
 

２．基本動作 □５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

両足での立位保持を行っている 
立位の保持は行っていないが、座位での乗り移りは行っている 
座位での乗り移りは行っていないが、座位（端座位）の保持は行っている 
座位（端座位）の保持は行っていないが、寝返りは行っている 
寝返りは行っていない 

3a．歩行・移動 □５ 
□４ 
 
□３ 
 
□２ 
□１ 

公共交通機関等を利用した外出を行っている 
公共交通機関等を利用した外出は行っていないが、手すりに頼らないで安定した階段の昇り降り
を行っている 
手すりに頼らない安定した階段の昇り降りを行っていないが、平らな場所での安定した歩行は行
っている 
安定した歩行は行っていないが、施設内の移動は行っている 
施設内の移動を行っていない 

4a．認知機能 オリ
エンテーション（見
当識） 

□５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

年月日がわかる 
年月日はわからないが、現在いる場所の種類はわかる 
場所の名称や種類はわからないが、その場にいる人が誰だかわかる 
その場にいる人が誰だかわからないが、自分の名前はわかる 
自分の名前がわからない 

4b．認知機能 コミ
ュニケーション 

□５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

複雑な人間関係を保っている 
複雑な人間関係は保っていないが、書き言葉は理解している 
書き言葉は理解していないが日常会話は行っている 
日常会話は行っていないが、話し言葉は理解している 
話し言葉の理解はできない 

4c．認知機能 精神
活動 

□５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

時間管理ができる 
時間管理はできないが、簡単な算術計算はできる 
簡単な算術計算はできないが、記憶の再生はできる 
記憶の再生はできないが、意識混濁はない 
意識の混濁があった 

5a．食事 嚥下機能 □５ 
□４ 
 
□３ 
□２ 
□１ 

肉などを含む普通の食事を、噛んで食べることを行っている 
肉などを含む普通の食事を噛んで食べることは行っていないが、ストローなどでむせずに飲むこ
とは行っている 
むせずに吸引することは行っていないが、固形物の嚥下は行っている 
固形物の嚥下は行っていないが、嚥下食の嚥下は行っている 
嚥下食の嚥下を行っていない（食べ物の嚥下を行っていない） 

5b．食事 食事動作
および食事介助 

□５ 
□４ 
 
□３ 
 
□２ 
 
□１ 

箸やフォークを使って食べこぼしせず、上手に食べることを行っている 
箸やフォークを使って上手に食べることは行っていないが、食べこぼししながらも、何とか自分
で食べることを行っている 
自分で食べることを行っていないが、食事の際に特別なセッティングをすれば自分で食べること
を行っている 
食事の際に特別なセッティングをしても自分で食べることを行っていないが、直接的な介助があ
れば食べることを行っている 
直接的な介助をしても食べることを行っていない（食べることを行っていない） 

6a．排泄の動作 □５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

排泄の後始末を行っている 
排泄の後始末は行っていないが、ズボン・パンツの上げ下ろしは行っている 
ズボン・パンツの上げ下ろしは行っていないが、洋式便器への移乗は行っている 
洋式トイレの移乗が自分で行えないため、介助が必要、または普段から床上で排泄を行っている 
尿閉（膀胱瘻を含む）や医療的な身体管理のために膀胱等へのカテーテルなどを使用している 
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7a．入浴動作 □５ 
□４ 
□３ 
 
□２ 
 
□１ 

安定した浴槽の出入りと洗身を行っている 
安定した浴槽の出入りと洗身は行っていないが、第三者の援助なしで入浴を行っている 
第三者の援助なしで入浴することは行っていないが、一般浴室内での坐位保持は行っている。
その他、入浴に必要なさまざまな介助がなされている 
浴室内での座位保持を行っておらず、一般浴での入浴を行っていないが、入浴（特浴など）
は行っている 
入浴は行っていない 

8a．整容 口腔ケア □５ 
□４ 
 
□３ 
 
□２ 
 
□１ 

義歯の手入れなどの口腔ケアを自分で行っている 
義歯の手入れなどの口腔ケアは自分では行っていないが、歯みがきは自分でセッティングし
て行っている 
自分でセッティングして歯を磨くことは行っていないが、セッティングをすれば、自分で歯
みがきを行っている 
歯みがきのセッティングをしても自分では歯みがきを行っていないが、「うがい」は自分で行
っている 
「うがい」を自分で行っていない 

8b．整容 整容 □５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

爪を切ることを自分で行っている 
爪を切ることは自分で行っていないが、髭剃りやスキンケア、整髪は自分で行っている 
髭剃りやスキンケア、整髪は自分で行っていないが、洗顔は自分で行っている 
洗顔は自分で行っていないが、手洗いは自分で行っている 
手洗いを自分で行っていない 

8c．整容 衣服の着脱 □５ 
□４ 
 
□３ 
 
□２ 
 
□１ 

衣服を畳んだり整理することは自分で行っている 
衣服を畳んだり整理することは自分で行っていないが、ズボンやパンツの着脱は自分で行っ
ている 
ズボンやパンツの着脱は自分で行っていないが、更衣の際のボタンのかけはずしは自分で行
っている 
更衣の際のボタンのかけはずしは自分で行っていないが、上衣の片袖を通すことは自分で行
っている 
上衣の片袖を通すことを自分で行っていない 

9a．社会参加 余暇 □５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

施設や家を１日以上離れる外出または旅行をしている 
旅行はしていないが、個人による趣味活動はしている 
屋外で行うような個人的趣味活動はしていないが、屋内でする程度のことはしている 
集団レクリエーションへは参加していないが、一人でテレビを楽しんでいる 
テレビを見たり、ラジオを聴いていない 

9b．社会参加 社会交流 □５ 
□４ 
□３ 
□２ 
□１ 

情報伝達手段を用いて交流を行っている 
通信機器を用いて自ら連絡を取ることは行っていないが、援助があっての外出はしている 
外出はしていないが、親族・友人の訪問を受け会話している 
近所づきあいはしていないが、施設利用者や家族と会話はしている 
会話がない、していない、できない 

合計点数      点 
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